
廿日市市建設工事検査規程

（趣旨）

第１条 市長が行う建設工事（以下「工事」という。）の履行を確認するため

に行う検査（以下「工事の検査」という。）については、別に定めるものの

ほか、この規程の定めるところによる。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 工事担当課長 工事を実施する課の長をいう。

(2) 検査員 廿日市市建設工事執行規則（平成９年規則第２４号。以下「規

則」という。）第４１条第２項の規定による検査員をいう。

(3) 監督員 規則第１９条第１項の規定による監督員をいう。

（検査の種類）

第３条 工事の検査の種類は、次のとおりとする。

(1) 完成検査 規則第４１条第２項及び第６項に規定する工事の完成を確認

するための検査（規則第４８条第１項において準用するものを含む。）

(2) 出来形部分検査 規則第４７条第３項に規定する検査及び第５７条第１

項に規定する工事の出来形部分を確認するための検査

(3) 中間検査 規則第４１条第７項に定める工事の施工の状況等を確認する

ための検査

（検査員）

第４条 検査員は、建設総務課の技術職員（建設企画係に属する職員を除

く。）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、建設部長は、同一の時期に多数の工事の検査を

行わなければならないときその他必要があると認めるときは、前項に規定す

る職員以外の者を検査員に命ずることができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、最終請負代金額が２００万円以下の工事の完

成検査については、工事担当課長が行うことができる。

（検査員の指名）

第５条 建設総務課長は、工事ごとに担当する検査員を指名する。

２ 建設総務課長は、１件の工事について検査員を２人以上指名し、検査事務

を分担させるときは、その分担させる内容を定めなければならない。

（検査の方法）

第６条 工事の検査は、監督員及び工事の受注者（以下「受注者」という。）

の立会いの下で行うものとし、別に定める工事検査技術基準に従い、綿密か

つ公平に行わなければならない。ただし、軽微な工事等であり、かつ、検査



員が監督員又は受注者の立会いが必要ないと認める場合は、これらの立会い

を省略することができる。

２ 工事の検査は、すべて契約書（請書その他これに準じる書面を含む。）及

び設計図書（図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書を

いう。）と照合して行わなければならない。

３ 出来形部分検査は、当該工事の現在の出来形について行うものとする。

４ 中間検査は、請負代金額が３，０００万円以上（建築一式工事にあっては

５，０００万円以上）の工事について、当該工事の工程、使用材料の適否そ

の他工事が適正に行われるために必要な事項について、建設総務課長が必要

と認める時期及び方法により行うものとする。

５ 完成検査は、当該工事の完成した出来形について行うものとする。

（検査実施の手続）

第７条 工事担当課長は、工事の検査を受けようとするときは、工事検査依頼

書（別記様式第１号）に必要な書類を添えて、建設総務課長に提出するもの

とする。

２ 建設総務課長は、前項の工事検査依頼書を受けたときは、速やかに検査日

時を定めて、工事検査通知書（別記様式第２号）により工事担当課長に通知

するものとする。

（必要書類の提出請求等）

第８条 検査員は、工事の検査を行うにあたり必要があると認めるときは、監

督員又は受注者に対し、必要な書類若しくは資料の提出又は工事に関する説

明を求めるものとする。

（検査の中止等）

第９条 検査員は、次の各号のいずれかに該当するときは、工事の検査を中止

し、直ちに、建設総務課長に報告しなければならない。

(1) 受注者又はその代理人若しくは使用人が検査の執行を妨害したとき。

(2) 工事の手直し又は残工事が多く、検査に値しないと認められたとき。

(3) その他工事の施工結果に重大な欠陥が認められるとき。

（検査調書の作成等）

第１０条 検査員は、完成検査又は出来形部分検査を行ったときは、直ちに工

事検査調書（別記様式３号。以下「検査調書」という。）を作成し、建設総

務課長へ提出しなければならない。

２ 建設総務課長は、前項の検査調書を確認し、検査の結果を契約課長及び工

事担当課長に通知するものとする。

（検査結果等の通知）

第１１条 工事担当課長は、前条第２項の通知があったときは、直ちに検査結

果通知書（別記様式第４号）により受注者に通知しなければならない。



（検査結果が契約内容に適合しない場合の措置）

第１２条 工事担当課長は、前条の通知を受けた受注者が検査に合格するため

に補修したときは、直ちに建設総務課長に報告し、再度検査を受けるものと

する。

附 則

１ この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。

２ この訓令は、この訓令の施行の日以後に発注した工事又は製造の請負につ

いて適用し、同日前に発注した工事又は製造の請負については、なお従前の

例による。

附 則

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、令和元年７月 1日から施行する。

附 則

１ この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

２ この訓令の施行の日前に一般競争入札の公告又は指名競争入札の通知を行

ったものについては、なお従前の例による。



（別記）

様式第１号（第７条関係）

（元号） 年 月 日

建設総務課長 様

（工事担当課長）

工 事 検 査 依 頼 書

次の工事に係る検査を依頼します。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

検 査 の 種 類 中間検査 ・ 出来形部分検査 ・ 完成検査

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

契 約 工 期
着 手 （元号） 年 月 日

完 成 （元号） 年 月 日

工事完成届年月日 （元号） 年 月 日

請 負 代 金 額 円

受 注 者 名

監督員 職 氏名

検 査 希 望 日 時 （元号） 年 月 日 時 分～



様式第２号（第７条関係）

（元号） 年 月 日

（工事担当課長） 様

建設総務課長

工 事 検 査 通 知 書

（元号） 年 月 日付で依頼のあった工事の検査を次のとおり実施します。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

検 査 の 種 類 中間検査 ・ 出来形部分検査 ・ 完成検査

検 査 日 時 （元号） 年 月 日 時 分

検査員 職 氏名

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

契 約 工 期
着 手 （元号） 年 月 日

完 成 （元号） 年 月 日

工事完成届年月日 （元号） 年 月 日

請 負 代 金 額 円

受 注 者 名



様式第３号（その１）（第１０条関係）

（工事番号）

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

工 事 検 査 調 書
発 注 機 関

工事完成届出年月日 （元号） 年 月 日

工 事 種 別 遅 延 日 数

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

請 負 代 金 額
契 約 工 期

（元号） 年 月 日から

契 約 年 月 日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

最終請負代金額
実 施 工 期

（元号） 年 月 日から

変更契約年月日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

工 事 担 当 課 前 払 金 額

監督員職氏名 内 払 金 額

主任監督員職氏名 今回支払可能額

受 注 者

現 場 代 理 人 配 置 技 術 者 施 工 形 態 配置期間（契約工期）

（元号） 年 月 日～（元号） 年 月 日

～（元号） 年 月 日

検 査 年 月 日 （元号） 年 月 日 補修確認年月日 （元号） 年 月 日

完 成 確 認 日 （元号） 年 月 日 工 事 成 績

検査員職氏名

合 否 判 定 合格・不合格

補 修 事 項

補 修 期 限 （元号） 年 月 日

備 考



様式第３号（その２）（第１０条関係）

（工事番号）

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

工事検査調書（出来形部分）
発 注 機 関

工事完成届出年月日 （元号） 年 月 日

工 事 種 別 遅 延 日 数

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

請 負 代 金 額
契 約 工 期

（元号） 年 月 日から

契 約 年 月 日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

最終請負代金額
実 施 工 期

（元号） 年 月 日から

変更契約年月日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

工 事 担 当 課 前 払 金 額

監督員職氏名 内 払 金 額

主任監督員職氏名
出 来 形 歩 合

出来形相当額

受 注 者

現 場 代 理 人 配 置 技 術 者 施 工 形 態 配置期間（契約工期）

（元号） 年 月 日～（元号） 年 月 日

～（元号） 年 月 日

検 査 年 月 日 （元号） 年 月 日 補修確認年月日 （元号） 年 月 日

完 成 確 認 日 （元号） 年 月 日 工 事 成 績

検査員職氏名

合 否 判 定 合格・不合格

補 修 事 項

補 修 期 限 （元号） 年 月 日

備 考



様式第４号（その１）（第１１条関係）

（元号） 年 月 日

（受注者） 様

発注者 □印

検 査 結 果 通 知 書

（元号） 年 月 日付で実施した工事の検査結果を次のとおり通知します。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

工 事 検 査 調 書
発 注 機 関

工事完成届出年月日 （元号） 年 月 日

工 事 種 別 遅 延 日 数

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

請 負 代 金 額
契 約 工 期

（元号） 年 月 日から

契 約 年 月 日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

最終請負代金額
実 施 工 期

（元号） 年 月 日から

変更契約年月日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

工 事 担 当 課 監督員職氏名

現 場 代 理 人 施 工 形 態

配 置 技 術 者
配 置 期 間

（契約工期）

（元号） 年 月 日～（元号） 年 月 日

～（元号） 年 月 日

検 査 年 月 日 （元号） 年 月 日 補修確認年月日 （元号） 年 月 日

完 成 確 認 日 （元号） 年 月 日 工 事 成 績

検査員職氏名

合 否 判 定 合格 ・ 不合格

補 修 事 項

補 修 期 限 （元号） 年 月 日

備 考



様式第４号（その２）（第１１条関係）

（元号） 年 月 日

（受注者） 様

発注者 □印

検 査 結 果 通 知 書

（元号） 年 月 日付で実施した工事の検査結果を次のとおり通知します。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

工事検査調書（出来形部分）
発 注 機 関

工事完成届出年月日 （元号） 年 月 日

工 事 種 別 遅 延 日 数

工 事 名

工 事 場 所 廿日市市 地内

請 負 代 金 額
契 約 工 期

（元号） 年 月 日から

契 約 年 月 日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

最終請負代金額
実 施 工 期

（元号） 年 月 日から

変更契約年月日 （元号） 年 月 日 （元号） 年 月 日まで

工 事 担 当 課 監督員職氏名

現 場 代 理 人 施 工 形 態

配 置 技 術 者
配 置 期 間

（契約工期）

（元号） 年 月 日～（元号） 年 月 日

～（元号） 年 月 日

検 査 年 月 日 （元号） 年 月 日 補修確認年月日 （元号） 年 月 日

完 成 確 認 日 （元号） 年 月 日 工 事 成 績

検査員職氏名

合 否 判 定 合格 ・ 不合格

補 修 事 項

補 修 期 限 （元号） 年 月 日

備 考


